
Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,339 1,339 0 1,154 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 1,339 1,339 0 1,154

職員人件費　② 178 154 23 454

総事業費（①＋②） 1,517 1,493 23 1,608

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 計画推進

基本施策

令

情報共有
施策体系

施策

和

の内容 情報の公開と管

元

理

目
　
　
　
的

　議会会

年

議の正確な録音・録画

度

のための放送

主
た
る
内

評

容

○議場・議会会議室

価

・委員会室の放送設備

）

と
設備及び議員の来庁

刈

管理のための議員登庁

谷

表 　議員登庁表示シス

市

テムの保守点検
示シス

事

テムの保守点検を行い

務

、議会機能の向
上を図

事

る。

位
置
づ
け

関連計画

業

根拠法令

対象者 議員、

評

市民、市職員 事業期間

価

～

実施方法 ■直営　■

シ

委託　□指定管理　□

ー

補助・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

担

績

２９年度実績 ３０年

当

度実績 元年度実績 ２年

部

度計画

・放送設備保守

議

点検の委託 ・放送設備

会

保守点検の委託 ・放送

事

設備及び議員登庁表示

務

・放送設備及び議員登

局

庁表示
・議場等放送設

一

備更新の検討 　システ

般

ムの更新 　システムの

会

保守点検の委託

　平成

計

30年度から着手して

議

いた放送設備及び議員

場

登庁表示システムの更

等

新が完了した。放送設

設

備の更新においては、

備

アナ

成果
ログ画質をデ

管

ジタル画質に変更、既

理

設モニターを大型化、

事

傍聴席にモニターを2

業

台新設したほか、電子

担

表決システムを導

入し

当

たことにより、「議会

課

の見える化」「市民に

議

開かれたわかりやすい

事

議会」に寄与すること

課

ができた。

　議会運営

款

を円滑に行うことがで

項

きるよう、放送設備及

目

び議員登庁表示システ

担

ムの保守内容を検討す

当

る必要がある。

課題

指

係

標名称（単位）
実績値

総

目標値

２９年度 ３０年

務

度 元年度 ２年度 ４年度

調

指標

指標

他市との
比較

査

検証

係

1 1 1



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,188 4,431 4,419 4,901 合計 4,418,956 円
需用費 1,095,702 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 3,323,254 円

一般財源 4,188 4,431 4,419 4,901

職員人件費　② 3,373 2,469 2,465 3,370

総事業費（①＋②） 7,561 6,900 6,884 8,271

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 計画

（

推進

基本施策 情報共有

令

施策体系
施策の内容 情

和

報の公開と管理

目
　
　

元

　
的

　本会議、委員会

年

の会議録を作成し、議

度

事内

主
た
る
内
容

○会議

評

録作成のための反訳業

価

務
容を早期に整理する

）

ことにより、議会機能

刈

の ○会議録の印刷及び

谷

製本業務　
向上と議会

市

広報の充実を図る。

位

事

置
づ
け

関連計画  

根拠

務

法令 刈谷市議会会議規

事

則

対象者 市民 事業期間

業

～

実施方法 ■直営　■

評

委託　□指定管理　□

価

補助・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

計

績

２９年度実績 ３０年

名

度実績 元年度実績 ２年

担

度計画

・本会議、委員

当

会等の会議録 ・本会議

部

、委員会等の会議録 ・

議

本会議、委員会等の会

会

議録 ・本会議、委員会

事

等の会議録
　の作成 　

務

の作成 　の作成 　の作

局

成

 会議録の作成にあ

一

たり、反訳業務を委託

般

し、迅速かつ正確に行

会

うことができた。

成果

計

 会議録の迅速な作成

会

のために、反訳業務の

議

委託は非常に有効であ

録

る。現状の方法以外で

管

、正確、迅速、安価な

理

方法を調

査するととも

事

に、検討を行う必要が

業

ある。
課題

指標名称（

担

単位）
実績値 目標値

２

当

９年度 ３０年度 元年度

課

２年度 ４年度

 
指標

 

議

指標
本会議の会議録作

事

成状況
他市との 　刈谷

課

市：外部委託（反訳～

款

印刷製本まで同業者）

項

　（反訳）1,015

目

千円（印刷製本） 1

担

,096千円
比較検証

当

　安城市：外部委託（

係

反訳～印刷製本まで同

議

業者）　（反訳・印刷

事

製本・データ作成）1

係

,960千円 
　西尾

1

市：外部委託（反訳と

1

印刷製本は違う業者）

1

　（反訳）2,067千円（印刷製本） 　 35千円



508 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 130,248 円
備品購入費 566,244 円

一般財源 0 0 2,003 0

職員人件費　② 0 0 2,156 0

総事業費（①＋②） 0 0 4,159 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 計画推進

基本施策

令

情報共有
施策体系

施策

和

の内容 情報の公開と管

元

理

目
　
　
　
的

　市議会

年

議員の改選に伴い、円

度

滑な議会運営

主
た
る
内

評

容

○市議会議員の改選

価

に伴う物品及び機器等

）

の
を図る。 　購入

位
置

刈

づ
け

関連計画

根拠法令

谷

対象者 議員 事業期間 ～

市

実施方法 ■直営　□委

事

託　□指定管理　□補

務

助・助成　□その他

事業評価シート （様

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

式

２９年度実績 ３０年度

１

実績 元年度実績 ２年度

）

計画

　 　 ・市議会議員

会

の改選に伴う物 　
　 　

計

　品及び機器等の購入

名

　
　 　 　 　
　 　 　
　　

担

　――――――― 　　

当

　――――――― 　　

部

　―――――――

　議

議

員活動を行う上で必要

会

な議員章等の配付、書

事

籍等の購入及びＦＡＸ

務

の設置を円滑に行うこ

局

とができた。また、4

一

年後

成果
に向けた次期

般

改選時の事務引継ぎが

会

円滑にできるよう文書

計

保存やマニュアル作成

議

を行った。

　本事業は

員

、4年に1回実施する

改

ため、その年度の実績

選

を整理し、次回の業務

事

をより一層効果的に行

業

うことが求められる。

担

また、議員の資質向上

当

につながる物品の購入

課

を検討する必要がある

議

。
課題

指標名称（単位

事

）
実績値 目標値

２９年

課

度 ３０年度 元年度 ２年

款

度 ４年度

活動
指標
活動

項

指標

他市との
比較検証

目 担当係 総務調査係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

1

　
ト

単位：千円
２９年

1

度 ３０年度 元年度 ２年

1

度 元年度

（決算） （決

議

算） （決算） （予算）

事

事業費内訳

事業費　①

係

0 0 2,003 0 合計 2,003,000 円
需用費 1,306,



事業費内訳

事業費　① 0 0 47,504 0 合計 47,504,080 円
委託料 47,504,080 円

財
　
源

特定財源 0 0 47,504 0

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 0 0 2,834 0

総事業費（①＋②） 0 0 50,338 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 前年度繰越金

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

計画推進

基本施策 情報

令

共有
施策体系

施策の内

和

容 情報の公開と管理

目

元

　
　
　
的

　老朽化した

年

議場システム及び議員

度

登庁表示

主
た
る
内
容

〇

評

議場システム及び議員

価

登庁表示システムの
シ

）

ステムの設備更新を行

刈

うことにより、市民 　

谷

更新
に開かれた分かり

市

やすい議会運営を円滑

事

に行
う。

位
置
づ
け

関連

務

計画

根拠法令

対象者 議

事

員、市民、市職員 事業

業

期間 平成３０年度 ～ 令

評

和元年度

実施方法 ■直

価

営　■委託　□指定管

シ

理　□補助・助成　□

ー

その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業

名

　
実
　
績

２９年度実績

担

３０年度実績 元年度実

当

績 ２年度計画

　 ・導入

部

システムの選定及び機

議

・議場、委員会室、議

会

会会議 　
　 　能要件の

事

決定 　室の機器の更新

務

　
　 ・入札の実施 ・議

局

員登庁表示システムの

一

更 　
　 　新 　
　　　―

般

―――――― 　　　―

会

――――――

　機能要

計

件の作成に当たり、パ

議

ソコンのＯＳに依存し

場

ないシステムの選定を

等

行ったことにより、議

設

場システムの長寿命化

備

成果
を図ることができ

更

た。

　議会運営を円滑

新

に行うことができるよ

事

う業者との入念な調整

業

が必要であるとともに

担

、今後の保守内容につ

当

いての検討が

必要であ

課

る。
課題

指標名称（単

議

位）
実績値 目標値

２９

事

年度 ３０年度 元年度 ２

課

年度 ４年度

活動 事業進

款

捗率（％） ― 10.0

項

100.0 ―
指標
活動

目

指標

他市との
比較検証

担当係 議事係

1 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算）



市民が更に関心を持ち、見やすく

分かりやすい広報に努める必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ４年度

成果 市議会ホームページアクセス数 242 579 1,425 1,500 1,600
指標 （件/日）

 
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,478 3,660 3,781 4,165 合計 3,780,902 円
需用費 2,605,992 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 167,750 円
使用料及び賃借料

一般財源 3,478 3,660 3,781 4,165 1,007,160 円

職員人件費　② 4,614 4,668 4,274 4,089

総事業費（①＋②） 8,092 8,328 8,055 8,254

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 計

（

画推進

基本施策 情報共

令

有
施策体系

施策の内容

和

広報・広聴の充実

目
　

元

　
　
的

　インターネッ

年

ト公開用会議録検索シ

度

ステム

主
た
る
内
容

○市

評

議会だよりの作成と発

価

行
と議会映像配信シス

）

テムの管理及び市議会

刈

だ ○インターネット公

谷

開用会議録検索システ

市

ム
よりの作成・発行を

事

行い、議会における活

務

動 　及び議会映像配信

事

システムの管理
状況を

業

広く知らせ、開かれた

評

議会を目指し、 ○ホー

価

ムページ及び市公式ポ

シ

ータルアプリ　
市民に

ー

議会をより身近に感じ

ト

てもらう。 　「あいか

（

り」による議会の広報

様

位
置
づ
け

関連計画  

根

式

拠法令  

対象者 市民 事

１

業期間 ～

実施方法 ■直

）

営　■委託　□指定管

会

理　□補助・助成　□

計

その他

名 担当部 議会事務

Ｂ
　
事
　
業

局

　
実
　
績

２９年度実績

一

３０年度実績 元年度実

般

績 ２年度計画

・市議会

会

だよりの作成・発行 ・

計

市議会だよりの作成・

議

発行 ・市議会だよりの

会

作成・発行 ・市議会だ

広

よりの作成・発行
・会

報

議録の公開 ・会議録の

事

公開 ・会議録の公開 ・

業

会議録の公開
・議会映

担

像の放映・配信 ・議会

当

映像の放映・配信 ・議

課

会映像の放映・配信 ・

議

議会映像の放映・配信

事

・ホームページの更新

課

・ホームページの更新

款

・ホームページ及びあ

項

いかり ・ホームページ

目

及びあいかり
　の更新

担

　の更新

　市議会だよ

当

りや市議会ホームペー

係

ジのほか、市公式ポー

総

タルアプリ「あいかり

務

」を活用し、市民へ議

調

会活動の情報を公

成果

査

開し、広く周知するこ

係

とができた。また、そ

1

れぞれの掲載内容につ

1

いては、議会の決定等

1

に基づき、随時情報の追加と見

直しを行った。

　開かれた議会を目指すために、議会の広報内容の充実は非常に重要である。今後も、



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,580 1,619 1,519 1,977 合計 1,518,900 円
旅費 519,700 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 999,200 円

一般財源 1,580 1,619 1,519 1,977

職員人件費　② 1,124 1,003 1,001 909

総事業費（①＋②） 2,704 2,622 2,520 2,886

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 計画推進

基本施策 行

令

政経営
施策体系

施策の

和

内容 効率的な行政運営

元

目
　
　
　
的

　各議長会

年

等に出席することによ

度

り、市政に

主
た
る
内
容

評

○各議長会の会議、研

価

修会等への出席
関する

）

諸般の事項を調査・研

刈

究し、議会機能 ○出席

谷

にかかる旅費及び負担

市

金を支払
の向上と円滑

事

な議会運営を目指す。

務

位
置
づ
け

関連計画  

根

事

拠法令 愛知県市議会議

業

長会会則等

対象者 県内

評

各市議会 事業期間 ～

実

価

施方法 ■直営　□委託

シ

　□指定管理　□補助

ー

・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

担

９年度実績 ３０年度実

当

績 元年度実績 ２年度計

部

画

・各議長会への参加

議

・各議長会への参加 ・

会

各議長会への参加 ・各

事

議長会への参加
・各議

務

長会の会議、研修会等

局

・各議長会の会議、研

一

修会等 ・各議長会の会

般

議、研修会等 ・各議長

会

会の会議、研修会等
　

計

の出席に係る旅費及び

議

負担 　の出席に係る旅

長

費及び負担 　の出席に

会

係る旅費及び負担 　の

等

出席に係る旅費及び負

事

担
　金の支払 　金の支

務

払 　金の支払 　金の支

事

払

　各議長会に参加し

業

、検討事項を協議する

担

ことにより、議会運営

当

に関する情報収集及び

課

情報共有を行うことが

議

できた。

成果

　各市の

事

議会運営の方法は、そ

課

れぞれ独自のものが多

款

く、より良い議会運営

項

のためには、各議長会

目

への参加による情報収

担

集は非常に重要である

当

。今後は、事務局で検

係

討事項を精査し、より

総

有益な議題を各議長会

務

に提案していく必要が

調

ある。
課題

指標名称（

査

単位）
実績値 目標値

２

係

９年度 ３０年度 元年度

1

２年度 ４年度

 
指標

 

1

指標
 

他市との
比較検

1

証



度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,787 3,078 2,451 4,640 合計 2,451,050 円
旅費 2,451,050 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 2,787 3,078 2,451 4,640

職員人件費　② 969 964 963 0

総事業費（①＋②） 3,756 4,042 3,414 4,640

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 計画

（

推進

基本施策 行政経営

令

施策体系
施策の内容 効

和

率的な行政運営

目
　
　

元

　
的

　各委員会におけ

年

る所管事項の調査、研

度

究の

主
た
る
内
容

○委員

評

会が所管する先進的事

価

業の行政視察
推進を図

）

り、市政のさらなる向

刈

上・発展に反
映させる

谷

。

位
置
づ
け

関連計画  

市

根拠法令  

対象者 議員

事

事業期間 ～

実施方法 ■

務

直営　□委託　□指定

事

管理　□補助・助成　

業

□その他

評価シート （様式

Ｂ
　
事
　

１

業
　
実
　
績

２９年度実

）

績 ３０年度実績 元年度

会

実績 ２年度計画

・先進

計

的事業に関する行政視

名

・先進的事業に関する

担

行政視 ・先進的事業に

当

関する行政視 ・先進的

部

事業に関する行政視
　

議

察の実施 　察の実施 　

会

察の実施 　察の実施の

事

検討
 （新型コロナウ

務

イルス感染症
　の影響

局

により中止）

　全国の

一

各自治体における先進

般

的事業の視察を行い、

会

市政運営の参考とする

計

ことができた。

成果

　

委

各委員会の視察は、市

員

政に対する監視、助言

会

を行うためにも、議会

視

活動として非常に重要

察

である。各委員会の成

事

果実績

は様々であるが

業

、委員会運営における

担

効率性や有効性を考慮

当

し、視察を実施するこ

課

とが望まれる。
課題

指

議

標名称（単位）
実績値

事

目標値

２９年度 ３０年

課

度 元年度 ２年度 ４年度

款

 
指標

 
指標

常任委員

項

会旅費
他市との 　刈谷

目

市：80,000円/

担

人　安城市：110,

当

000円/人　西尾市

係

：100,000円/

議

人　
比較検証 　

事係

1 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年



会議員の相互交流を図るとともに各市共通の行政課題に対

する知識を深めることができた。

　講師の専門分野により講演の内容も異なるが、限られた講師料の中でその時代の問題解決の糸口になるような講座を開

催できるよう努めている。毎年度、高い講師料を払う必要はないが、必要な場合の弾力的な運用が望まれる。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ４年度

 
指標

 
指標

議員研修会予算措置状況（西三河市議会議員合同研修会を除く）
他市との 　刈谷市：179千円　安城市：150千円　西尾市：165千円　　
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 172 137 111 267 合計 110,860 円
報償費 56,860 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 54,000 円

一般財源 172 137 111 267

職員人件費　② 465 849 1,032 545

総事業費（①＋②） 637 986 1,143 812

建
設
事
業

Ｄ

全体事業費（単位：千

　

円） 0 元年度特定財源

　

名称

元年度までの累積

　

事業費 0

３年度以降の

Ｏ

事業費見込 0

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 計

（

画推進

基本施策 行政経

令

営
施策体系

施策の内容

和

効率的な行政運営

目
　

元

　
　
的

　研修を通じて

年

議員の資質向上を図り

度

、議会

主
た
る
内
容

○議

評

題にあった講師を招き

価

講演会を実施
機能の向

）

上と円滑な議会運営を

刈

目指す。

位
置
づ
け

関連

谷

計画  

根拠法令 西三河

市

市議会議員研修協議会

事

会則等

対象者 議員 事業

務

期間 ～

実施方法 ■直営

事

　□委託　□指定管理

業

　□補助・助成　□そ

評

の他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　

）

実
　
績

２９年度実績 ３

会

０年度実績 元年度実績

計

２年度計画

・弁護士太

名

田雅幸氏を招き、 ・市

担

町村職員中央研修所副

当

学 ・弁護士金岡宏樹氏

部

を招き、 ・講師を招き

議

、議会活性化に
「議員

会

が守るべき政治倫理」

事

長牧慎太郎氏を招き、

務

「ＩＴ 「公職選挙法と

局

議員活動」と 資する研

一

修会を実施。
と題した

般

議員研修会を開催。 で

会

変わる地域社会の展望

計

」と 題した議員研修会

議

を開催。
・西三河九市

員

議会で、経済ジ 題した

研

議員研修会を開催。 ・

修

西三河九市議会におい

事

て、
ャーナリスト須田

業

慎一郎氏を ・西三河九

担

市議会において、 元バ

当

ドミントン日本代表小

課

椋
招き、「大転換期の

議

西三河経 数学者・お茶

事

の水女子大学名 久美子

課

氏を招き、「失敗から

款

済の明日を読む　どう

項

なる日 誉教授藤原正彦

目

氏を招き、「 成功へ導

担

く心の持ち方」と題
本

当

経済、そして世界経済

係

は」 日本のこれから、

総

日本人のこ した議員研

務

修会を刈谷市にお
と題

調

した議員研修会を実施

査

。 れから」と題した議

係

員研修会 いて実施。
を

1

実施。
　議員研修会を

1

通し、議員の資質向上

1

を図り、議会活性化への課題に関する知識を深めることができた。

成果
　西三河九市議会議員合同研修会を本市において実施し、市議



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,379 4,283 2,969 6,300 合計 2,968,811 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 2,968,811 円

一般財源 4,379 4,283 2,969 6,300

職員人件費　② 1,590 1,736 1,810 83

総事業費（①＋②） 5,969 6,019 4,779 6,383

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 計

（

画推進

基本施策 行政経

令

営
施策体系

施策の内容

和

効率的な行政運営

目
　

元

　
　
的

　各会派等の議

年

員の調査研究に必要な

度

経費と

主
た
る
内
容

○政

評

務活動費交付事務及び

価

適正な支出に対す
して

）

政務活動費を交付し、

刈

市政のさらなる向 　る

谷

執行管理
上・発展に反

市

映させる。

位
置
づ
け

関

事

連計画  

根拠法令 刈谷

務

市議会政務活動費の交

事

付に関する条例

対象者

業

議員 事業期間 ～

実施方

評

法 ■直営　□委託　□

価

指定管理　□補助・助

シ

成　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　

計

事
　
業
　
実
　
績

２９年

名

度実績 ３０年度実績 元

担

年度実績 ２年度計画

・

当

政務活動費の交付及び

部

適正 ・政務活動費の交

議

付及び適正 ・政務活動

会

費の交付及び適正 ・政

事

務活動費の交付及び適

務

正
　な支出に対する執

局

行管理 　な支出に対す

一

る執行管理 　な支出に

般

対する執行管理 　な支

会

出に対する執行管理
 

計

（新型コロナウイルス

政

感染症
　の影響により

務

6月補正予算で
　全額

活

減額）

　条例等の規定

動

に基づき、適正な交付

事

を実施するとともに、

業

月次の執行チェックに

担

より、適正に管理する

当

ことができた。

成果
　

課

また、使途目的に関す

議

る議員からの問い合わ

事

せには、適宜対応でき

課

た。

　使途基準の周知

款

徹底を図り、より効果

項

的かつ効率的な政務活

目

動の実施に繋げる必要

担

がある。

課題

指標名称

当

（単位）
実績値 目標値

係

２９年度 ３０年度 元年

総

度 ２年度 ４年度

 
指標

務

 
指標

政務活動費
他市

調

との 　刈谷市：225

査

,000円/年　碧南

係

市：198,000円

1

/年　安城市：360

1

,000円/年　
比較

1

検証 　知立市：180,000円/年　高浜市：180,000円/年



） 事業費内訳

事業費　① 1,935 859 937 1,157 合計 936,545 円
需用費 936,545 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 1,935 859 937 1,157

職員人件費　② 698 502 478 469

総事業費（①＋②） 2,633 1,361 1,415 1,626

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 計

（

画推進

基本施策 行政経

令

営
施策体系

施策の内容

和

効率的な行政運営

目
　

元

　
　
的

　議員の情報収

年

集のための環境を整備

度

し、議

主
た
る
内
容

○会

評

派控室、議長室、副議

価

長室におけるイン
会の

）

調査機能の充実を図る

刈

。 　ターネット環境整

谷

備
○図書室における図

市

書の充実

位
置
づ
け

関連

事

計画  

根拠法令 刈谷市

務

議会図書室規程

対象者

事

議員、市民 事業期間 ～

業

実施方法 ■直営　□委

評

託　□指定管理　□補

価

助・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

計

２９年度実績 ３０年度

名

実績 元年度実績 ２年度

担

計画

・図書及び新聞の

当

購入 ・図書及び新聞の

部

購入 ・図書及び新聞の

議

購入 ・図書及び新聞の

会

購入
・パソコンの購入

事

及び保守 ・パソコンの

務

保守 ・パソコンの保守

局

・パソコンの保守

　図

一

書の購入のほか、議会

般

図書室のレイアウトの

会

変更や、議員に対して

計

議会図書室だよりの発

情

行を実施し、議員の情

報

報収

成果
集のための環

収

境が整備できた。

　

　

集

　図書室の活用方法に

事

ついて、さらに検討す

業

る必要がある。また、

担

一般市民も対象に含め

当

た議会図書室のＰＲを

課

検討する

必要がある。

議

課題

指標名称（単位）

事

実績値 目標値

２９年度

課

３０年度 元年度 ２年度

款

４年度

 
指標

 
指標

議

項

会図書室の図書購入費

目

予算
他市との 　刈谷市

担

：669千円　安城市

当

：776千円　西尾市

係

：825千円　
比較検

総

証

務調査係

1 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算


